
産業成長戦略（連携テーマ：人材育成・確保）の
進捗状況報告

参考１－１

平成２２年９月３日（金）



１．人材を県内で育てる
（１）年齢・段階に応じた産業の基礎人材づくり
①小学校、中学校、高等学校、大学における教育

ア．小学校、中学校における教育ア．小学校、中学校における教育ア．小学校、中学校における教育ア．小学校、中学校における教育

◆職場体験学習の推進

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

中学校における職場体験学習の実施率 Ｈ２０：９１．５％ → Ｈ２１：９４．８％

〈課題と今後の方向性〉

○ 職場体験学習等が含まれている年間指導計画等に、将来の生き方と進路の適切な選択などの新学習指導要領
の内容が十分反映されていない学校がある。

⇒ 市町村や学校への指導を行う。

○ 「将来の夢や目標を持っている」小学生の割合が全国平均より低く、また中学生になると全国平均並みだが、その
割合が大幅に減少している。

⇒ 先進事例の普及等により職場体験学習をさらに充実させ、肯定的な回答の数値の改善を図る。⇒ 先進事例の普及等により職場体験学習をさらに充実させ、肯定的な回答の数値の改善を図る。

イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育

◆社会人としてのスキルアップ研修の実施

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

就職希望の高校３年生を対象にした講習会の開催 ：

Ｈ２２：８月までに２１校で開催（７５９名参加）、Ｈ２１： ２１校（７７８名参加）

〈課題と今後の方向性〉

○ 事業の趣旨を理解した講師の選定

○ 生徒の取り組む姿勢の向上

⇒ ９／１６の就職試験開始までに、各校で引き続き個別指導を行う

事前、事後指導の徹底により、生徒自らがスキルアップできるようにする
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１．人材を県内で育てる
（１）年齢・段階に応じた産業の基礎人材づくり
①小学校、中学校、高等学校、大学における教育

イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育

◆インターンシップの強化、拡大

◇企業でのインターンシップの実施

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

県内企業へのインターンシップの実施 Ｈ２２：８月までに延べ１２校、６９４名が参加、２２２社が受入

〈課題と今後の方向性〉

○ 企業や他の教育機関との十分な連携

○ 連携先の企業（＝研修先）が対応可能な研修内容の情報収集

⇒ 関係機関との連携を密に、研修先となる企業の情報収集を行う

⇒ 事業の目的等について、企業と十分な打ち合わせを行う⇒ 事業の目的等について、企業と十分な打ち合わせを行う

○ 受け入れ企業の確保

○ 参加者の増加

◇農林業体験インターンシップの実施

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

・農業高校、農業関連コース等の生徒を対象とした技術研修 Ｈ２２：８月までに２校、３５名が参加

・県内高校全ての生徒を対象とした営農家による講演 Ｈ２２：８月までに６校、１８名が参加

〈課題と今後の方向性〉

○ 参加者の増加

⇒ 広報活動の強化

○ 受け入れ農家の確保

⇒ 県農林業機関やＪＡとの連携を強化し、農家の推薦を依頼
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１．人材を県内で育てる
（１）年齢・段階に応じた産業の基礎人材づくり
①小学校、中学校、高等学校、大学における教育

イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育イ．高等学校における教育
◆本県産業や事業者に対する再認識に向けた保護者等の意識啓発

◇保護者を対象とした啓発

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

外部講師による保護者対象進路講話の実施 Ｈ２２：８月までに５校実施、１９５名が参加

〈課題と今後の方向性〉

○ 参加する保護者の増加

⇒ 効果的な話ができる講師の選定

⇒ 参加しやすい日程で調整

⇒ 保護者への学校情報の提供や行事への参画を促し、共通理解を醸成

◇企業実習や企業研修等を通じた学校と産業界、企業との連携強化

別紙１（地域産業担い手人材育成事業）のとおり

ウ．大学における教育ウ．大学における教育ウ．大学における教育ウ．大学における教育
◆インターンシップの強化、拡大

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉※実施率 参加学生数／対象の学年の学生数

■工科大

・Ｈ.２１参加学生数 ２８６名（※実施率７９．４%）受入企業等の数１７５社

・Ｈ.２２参加学生数 ３８７名（※実施率７２．２%）受入企業等の数１７２社

■女子大

・Ｈ.２１参加学生数 ９２名（※実施率６０．１%）受入企業等の数９２社

・Ｈ.２２参加学生数 ８７名（※実施率５４．７%）受入企業等の数３８社

〈課題と今後の方向性〉

○ 景気後退による受入企業数の減

⇒ 企業訪問による新規実習先の開拓と現在の実習先の確保

○ 対象学生の増加に対応した受入先の確保

⇒ 実績のある企業に受入を要請

○ 学生と受入先のマッチング ３



１．人材を県内で育てる
（１）年齢・段階に応じた産業の基礎人材づくり
②県内企業の情報の提供、就職相談

ア．就業支援相談センター（ジョブカフェ）ア．就業支援相談センター（ジョブカフェ）ア．就業支援相談センター（ジョブカフェ）ア．就業支援相談センター（ジョブカフェ）
〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉 ※Ｈ２２．７．３１現在

・相談件数（キャリアコンサルタントによる就職活動全般の個別相談）：３，０８６件（うち幡多サテライト２８７件）

・Ｈ２１同期：２，６２２件（うち幡多サテライト１３６件）

・学校出張相談：３０校で実施、１，９１９人が参加

・セミナー：５５６人参加

・しごと体験：１６５人実施、うち８０人採用（就職率４８．５％）

・就職者数：３０２人

〈課題と今後の方向性〉

○ Ｈ２１．４．４に四万十市に設置した「ジョブカフェ・幡多サテライト」の認知度向上と利用者の増加

⇒ 民放３局でのＴＶＣＭ放映ほか、機会を捉えた広報を実施⇒ 民放３局でのＴＶＣＭ放映ほか、機会を捉えた広報を実施

⇒ 緊急雇用により広報員を配置し、ジョブカフェのＰＲを実施

イ．未就職者への対策イ．未就職者への対策イ．未就職者への対策イ．未就職者への対策
〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

・Ｈ２２．３の新規高卒者の未就業者に対し、早期の就職支援として職業訓練を実施

民間訓練機関による職業訓練：職業訓練スタート３１名 うち２４名が訓練を継続中

・就職コーディネーター２名配置

〈課題と今後の方向性〉

○ 訓練修了後の希望把握と適切な進路指導

⇒ 現在訓練中の２４名について、訓練中の支援はもちろん、修了後は、各種就業体験メニューを活用し、個々の希望

や適性等を見ながら、効果的な就職支援を実施

○ジョブチャレンジ受入先、民間雇用先等の開拓
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１．人材を県内で育てる
（１）年齢・段階に応じた産業の基礎人材づくり
③若手人材による異業種交流研修

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

産業振興計画の講義、グループディスカッション 等

・第１回：Ｈ２２．８．２７（高知市）

テーマ･･･産業振興計画の概要、産業成長戦略 等

参加者：１１２名

【今後の開催予定】

・第２回：９．２４（高知市）

テーマ･･･食品加工、講師･･･熊谷喜八氏

・第３回：１０．２１（高知市）

テーマ･･･地産地消・外商、講師･･･山本謙治氏、梅原真氏

・第４回：１１．１９（高知市）

テーマ･･･観光、講師･･･沢登次彦氏

・第５回：Ｈ２３．１．１７（高知市）

テーマ･･･新産業創出、講師･･･藤井雅俊氏

５



１．人材を県内で育てる
（２）地域産業を創造、リードする人材育成
①アドバイザー、工業技術センター研修

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

ア．産業振興アドバイザー制度ア．産業振興アドバイザー制度ア．産業振興アドバイザー制度ア．産業振興アドバイザー制度

Ｈ２１派遣実績：２５９回（地域支援１２３回、県所管事業１３６回）、３９事業、６２名

・派遣分野：商品開発・改良に関するものが最も多い

・派遣の効果：派遣により「取り組みが進み、成果があった」、「現在、具体的に取り組んでいる」がほとんどを占めている

Ｈ２２派遣実績（８月末現在）：４７回（地域支援２９回、県所管１８回）、２７事業、１６名

イ．工業技術センター研修イ．工業技術センター研修イ．工業技術センター研修イ．工業技術センター研修

Ｈ２１開催実績：２６コース、７３４名参加

・研修内容（例）：・研修内容（例）：

・「産業技術人材育成（機械金属）」：製造業の担い手となる技術者を養成

・「成分分析講座」：科学分析技術を身につけることで、品質管理やクレームに対応する人材を育成 等

Ｈ２２開催実績（８．１３現在） ：１７コース、４６１名参加

〈課題と今後の方向性〉

○ 産業振興アドバイザー制度と同趣旨の制度とのすみ分け、役割分担

○ 潜在化している課題と顕在化している課題との乖離

○ アドバイザーリストの整備

○ アドバイザー派遣の効果測定

⇒ 派遣終了時のヒアリングの実施

６



１．人材を県内で育てる
（２）地域産業を創造、リードする人材育成
ＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴを組み合わせた体系的な人材育成

別紙２（地域産業を創造リードする人材育成（主な新規、拡充事業））のとおり
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２．人材を外から持ってくる・人材を引き留める
（１）産業の担い手の確保に向けた仕組みづくり
①担い手対策（一次産業）

ア．農ア．農ア．農ア．農 業業業業
〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

・新規就農研修支援

Ｈ２２：８月末現在で３４名（１９市町村）が研修中 Ｈ２１：２１名（１４市町村）が研修

・都会で学ぶ農業技術研修

東京会場では、募集人員２０名に対し１８名が受講中。大阪会場は、９．２６より開講

※※※※Ｈ２１新規就農者数Ｈ２１新規就農者数Ｈ２１新規就農者数Ｈ２１新規就農者数：１６１名（目標：１５０名：１６１名（目標：１５０名：１６１名（目標：１５０名：１６１名（目標：１５０名））））

※※※※Ｈ２２（６．１現在）：１９７名（目標：年間１７０名）Ｈ２２（６．１現在）：１９７名（目標：年間１７０名）Ｈ２２（６．１現在）：１９７名（目標：年間１７０名）Ｈ２２（６．１現在）：１９７名（目標：年間１７０名）

〈課題と今後の方向性〉

○ 新規就農研修未実施市町村での制度導入と受入体制の強化

⇒ 新規就農研修未実施市町村への推進

⇒ 指導農業士の認定推進等による新規就農希望者の受入体制の強化⇒ 指導農業士の認定推進等による新規就農希望者の受入体制の強化

○ Ｕターン就農希望者の確保に向けたＰＲ

⇒ 本県での就農希望者のリスト化

⇒ 早期研修の実施により、新規就農者の安定的な確保、スムーズな就農につなげる

イ．林イ．林イ．林イ．林 業業業業
〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

・新規就業者職業紹介アドバイザーの設置

Ｈ２１．５から支援センターにアドバイザーを設置

事業体への個別訪問による雇用情報の収集等や、就職相談会への参加を実施

・林業労働力確保支援センターの取り組み

林業ＰＲ等のため高校訪問を実施（実施校･･･Ｈ２２：１６校、Ｈ２１：１８校）

高校生の林業職場体験教室を開催（参加者･･･Ｈ２２：５名、Ｈ２１：２名）

・特用林産業新規就業者支援事業

室戸市及び東洋町で各２名の新規就業者が研修を開始（室戸市９月～、東洋町８月～）

※※※※Ｈ２０末Ｈ２０末Ｈ２０末Ｈ２０末林業就業者数：１，５４１名（林業就業者数：１，５４１名（林業就業者数：１，５４１名（林業就業者数：１，５４１名（Ｈ２３末Ｈ２３末Ｈ２３末Ｈ２３末目標：１，５６０人目標：１，５６０人目標：１，５６０人目標：１，５６０人）））） ８



２．人材を外から持ってくる・人材を引き留める
（１）産業の担い手の確保に向けた仕組みづくり
①担い手対策（一次産業）

イ．林イ．林イ．林イ．林 業業業業

〈課題と今後の方向性〉

○ 林業事業体による、計画的な雇用ができていない。このため、高校新卒者に対し７月時点で求人票が提出されにく
い状況となっている。

⇒ 事業体訪問による雇用情報の収集やハローワークを通じた求人を実施するよう働きかけ

⇒ 就職相談会や体験教室などの機会を活用

○ 特用林産業新規就業者の研修生受入体制の強化

⇒ 生産者として地域に定着できるよう関係市町とも連携

ウ．水産業ウ．水産業ウ．水産業ウ．水産業

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

・新規漁業就業者支援（長期研修）

Ｈ２２：８名の長期研修生を確保（４名は予定） Ｈ２１：７名

・漁船リース

Ｈ２２は４名が利用（１名は予定） Ｈ２１：２名が利用

※※※※Ｈ２１新規Ｈ２１新規Ｈ２１新規Ｈ２１新規就業者数：３４名（目標：２２名就業者数：３４名（目標：２２名就業者数：３４名（目標：２２名就業者数：３４名（目標：２２名））））

〈課題と今後の方向性〉

○ 未実施地区等における長期研修者受入れ体制の構築

⇒ 将来の漁業者の減少を見据えた地元意識の啓発

漁業就業アドバイザーを活用（事業の広報、情報収集、就業相談対応）し、幅広い世代から担い手を確保
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２．人材を外から持ってくる・人材を引き留める
（１）産業の担い手の確保に向けた仕組みづくり
②移住、ＵＪＩターン、就業相談

ア．移住ア．移住ア．移住ア．移住

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉

・移住プロモーションの実施

都市部で行われる移住相談会へ参加するとともに、観光振興部とも連携したＰＲも展開

・移住コンシェルジュの取り組み

４月から「移住コンシェルジュ」の相談窓口を地域づくり支援課内、ひろめ市場入口横に設置し配置

※※※※県県県県相談窓口への相談相談窓口への相談相談窓口への相談相談窓口への相談件数件数件数件数

Ｈ２２（９．１現在）１５１件（目標：３６０件）、Ｈ２２（９．１現在）１５１件（目標：３６０件）、Ｈ２２（９．１現在）１５１件（目標：３６０件）、Ｈ２２（９．１現在）１５１件（目標：３６０件）、 Ｈ２１：３３６件Ｈ２１：３３６件Ｈ２１：３３６件Ｈ２１：３３６件（目標：３００件（目標：３００件（目標：３００件（目標：３００件））））

Ｈ２２（９．１現在）：７件、Ｈ２１：Ｈ２２（９．１現在）：７件、Ｈ２１：Ｈ２２（９．１現在）：７件、Ｈ２１：Ｈ２２（９．１現在）：７件、Ｈ２１： ７件７件７件７件 、Ｈ２０：８件、Ｈ２０：８件、Ｈ２０：８件、Ｈ２０：８件

〈課題と今後の方向性〉

○ 効果的に事業を進めるため、他県との差別化及び更なる情報収集の徹底

⇒ 「移住コンシェルジュ」といった特色ある取り組みを実施していくことで、差別化を図り、高知県の売り込み

○ ふるさと雇用事業終了後（Ｈ２４．４～）の「移住コンシェルジュ」の設置継続

⇒ 「移住コンシェルジュ」の継続のため、具体的な移住者数の把握に取り組み、設置による効果を測定
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２．人材を外から持ってくる・人材を引き留める
（１）産業の担い手の確保に向けた仕組みづくり
②移住、ＵＪＩターン、就業相談
イ．ＵＪＩターン、就業相談イ．ＵＪＩターン、就業相談イ．ＵＪＩターン、就業相談イ．ＵＪＩターン、就業相談

（２）専門的なノウハウ、技術を持った中核人材の県外からの確保
①ＵＪＩターン関連事業の推進
［ キャリア人材の誘致 ］

〈主な取り組みと第２四半期までの実績（昨年度含む）〉 ※Ｈ２２．８．３１現在

・「高知県Ｕ・Ｉターン人材情報システム」における求人・求職情報の提供

・新規登録求職：７５名（うち「高知で暮らす。」ポータルサイトからの登録が３４名）

・新規登録求人企業：２２社

・就職者数：５名

・「高知県Ｕ・Ｉターン企業就職等支援センター（総合案内）」の設置

・「高知県Ｕ・Ｉターン無料職業紹介所」の運営

・職業紹介による就職者数２名（上記５名の内数）

※※※※ＵＵＵＵ・Ｉターン人材情報システムへの新規登録数・Ｉターン人材情報システムへの新規登録数・Ｉターン人材情報システムへの新規登録数・Ｉターン人材情報システムへの新規登録数：：：：

Ｈ２２（目標）：求職者１４０名、求人企業４０社Ｈ２２（目標）：求職者１４０名、求人企業４０社Ｈ２２（目標）：求職者１４０名、求人企業４０社Ｈ２２（目標）：求職者１４０名、求人企業４０社 Ｈ２１：求職者Ｈ２１：求職者Ｈ２１：求職者Ｈ２１：求職者６４名、求人企業６４名、求人企業６４名、求人企業６４名、求人企業３０社３０社３０社３０社

〈課題と今後の方向性〉

○ 雇用状況悪化による新規登録企業数の伸び悩み

⇒ 緊急雇用を活用した「Ｕ・Ｉターン求人企業開拓員」を配置。個別に企業訪問して、求人企業を開拓

○ 新規登録求職者の増加

⇒ 県外事務所を通じた高知県出身者への周知
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２．人材を外から持ってくる・人材を引き留める
（１）産業の担い手の確保に向けた仕組みづくり
③県外大学等への県内就職に向けた情報提供

別紙３（新規大卒者等県内就職支援事業）のとおり
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